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収益的収入及び支出

円 円 円 円

第１款

第1項 営 業 収 益

第2項 営 業 外 収 益

第3項 特 別 利 益

当 初 予 算 額 小 計

出 額

円 円 円 円 円

補 正 予 算 額

水 道 事 業 費 用 △

営 業 費 用

円

補 正 予 算 額 流 用 増 減 額

予 算

第4項

第1項

第2項

第3項 特 別 損 失

営 業 外 費 用 △

第１款

予 備 費

△

ⅠⅠ 決決 算算 書書

収 入

支 出

地方公営企

業法第 条

第 ３ 項 の 規

定 に よ る 支

令令 和和 年年 度度 仙仙 台台 市市（（ⅠⅠ））

地方公営企業法第 条

第３項の規定による支

出額に係る財源充当額

予備費

支出額

予 算 額

合 計
区 分

水 道 事 業 収 益

区 分

当 初 予 算 額
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円 円

（うち，仮受消費税及び地方消費税 円）

（　　　　　　　　　〃 円）

（　　　　　　　　　〃 円）

（　　　　　　　　　〃 円）

越 額

円 円 円 円 円 △減

（うち，仮払消費税及び地方消費税

円）

（   　　  　　　　  〃

円）

（   　　  　　　　  〃

円）

円）

決 算 額

決 算 額

地方公営企業

法第26条第２

項の規定によ

る繰越額

備 考

備 考
合 計

不 用 額

額

（   　　  　　　　  〃

地 方 公 営 企

業 法 第 条

第 ２ 項 の 規

定 に よ る 繰

水水 道道 事事 業業 決決 算算 報報 告告 書書

予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減
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資本的収入及び支出

円

当 初 予 算 額

円 円 円 円 円 円

資本的収入額が資本的支出額に不足する額13,704,485,419円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

円

円円

小 計

小 計

地 方 公 営 企 業 法

第 条 の 規 定 に

よ る 繰 越 額 に 係

る 財 源 充 当 額

△

△

△

補 正 予 算 額

継 続 費 逓 次

繰 越 額 に 係 る

財 源 充 当 額

円

予 備 費

支 出 額

流 用

増 減 額

継 続 費

逓次繰越額

第4項 国 庫 補 助 金

区　　　　　　　　分

第5項 開 発 負 担 金

第6項 負 担 金

第7項
そ の 他
資 本 的 収 入

支 出

区　　　　　　　　分
当 初 予 算 額

第１款

収 入

水 道 事 業
資 本 的 収 入

円

第3項

固 定 資 産
売 却 代 金

第1項 企 業 債

第2項

出 資 金

△　

4,163,820,348円で補てんした。

第4項 予 備 費

第3項
そ の 他
資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

△　
水 道 事 業
資 本 的 支 出

第2項 企業債償還金

第１款

第1項 △　

予 算 額

予 算 額

地方公営企業法

第 条の規定に

よ る 繰 越 額

補 正 予 算 額
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△減

繰越額に係る財源 円

円）

不 用 額

円 円 円 円 円 円 △減

（うち，仮払消費税及び地方消費税

円）

（　　　　　　　　　　　　〃

円）

1,133,802,495円，過年度分損益勘定留保資金5,017,270,712円，当年度分損益勘定留保資金3,389,591,864円及び建設改良積立金

合 計

円

合 計

予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減
備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考決 算 額

円 円

（うち，仮受消費税及び地方消費税

△　　

△　　1,027,059,000

△　　2,958,000,000

（うち，仮受消費税及び地方消費税

（   　　  　　 　　  〃

繰越額に係る財源

繰越額に係る財源

繰越額に係る財源

翌 年 度 繰 越 額

△　　4,126,663,750

合 計

円

円

円

円）

（うち，仮受消費税及び地方消費税

円）

円）

備 考決 算 額 地方公営企業法

第 条の規定に

よ る 繰 越 額

継 続 費

逓次繰越額
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11　　　　令令和和 年年度度仙仙台台市市水水道道事事業業損損益益計計算算書書
（令和 年 月 日から令和 年 月31日まで）

（単位   円）

△17,457,199そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

固 定 資 産 売 却 損

営 業 外 費 用

営 業 収 益

営 業 費 用

浄 水 費

受 水 費

給 水 費

営 業 外 収 益

雑 収 益

配 水 費

受 取 利 息

（（ⅡⅡ））　　　　財財　　　　務務　　　　諸諸　　　　表表

総 係 費

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

他 会 計 補 助 金

不 動 産 賃 貸 料

営 業 利 益

原 水 費

受 託 工 事 費

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

固 定 資 産 売 却 益

支 払 利 息

雑 支 出

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 利 益

経 常 利 益

水 道 加 入 金

長 期 前 受 金 戻 入

資 産 減 耗 費

業 務 費

減 価 償 却 費
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22　　　　令令和和 年年度度仙仙台台市市水水道道事事業業剰剰余余金金計計算算書書

受贈財産
評価額

工事負担金
国庫(県)
補助金

開発負担金

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

資本金への組入

建設改良積立金の積立

当年度変動額

建設改良積立金の取崩

資本剰余金の受入

一般会計出資金の受入

当年度純利益

注　△表記は，減少，損失又は欠損を示す。

33　　　　令令和和 年年度度仙仙台台市市水水道道事事業業剰剰余余金金処処分分計計算算書書（（案案））

（単位　円）　

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

当年度末残高

議会の議決による処分額 △ 

資本金への組入 △ 

建設改良積立金の積立 △ 

（繰越利益剰余金）

注1　△表記は，減少を示す。

注2　未処分利益剰余金 円については， 円を資本金に組み入れ， 円を建設改良積立

　　　（令和 年4月1日から令和 年3月31日まで）

資　本　金

処分後残高

処分後残高

当年度末残高

　　資　本　剰　余　金　　　　　

--  77  --
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（単位　円）　

　　　剰　余　金

　　

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

建設改良積立金
未処分

利益剰余金
利益剰余金

合計

△ 8,202,268,376 △ 4,038,448,028

△ 8,202,268,376 △ 4,038,448,028

△ 4,038,448,028 △ 4,038,448,028

△ 4,163,820,348

（繰越利益剰余金）

△ 4,163,820,348

△ 4,163,820,348

（当年度未処分利益剰余金）

金に積み立てる。

資本合計
利　益　剰　余　金

--  88  --

22　　　　令令和和 年年度度仙仙台台市市水水道道事事業業剰剰余余金金計計算算書書

受贈財産
評価額

工事負担金
国庫(県)
補助金

開発負担金

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

資本金への組入

建設改良積立金の積立

当年度変動額

建設改良積立金の取崩

資本剰余金の受入

一般会計出資金の受入

当年度純利益

注　△表記は，減少，損失又は欠損を示す。

33　　　　令令和和 年年度度仙仙台台市市水水道道事事業業剰剰余余金金処処分分計計算算書書（（案案））

（単位　円）　

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

当年度末残高

議会の議決による処分額 △ 

資本金への組入 △ 

建設改良積立金の積立 △ 

（繰越利益剰余金）

注1　△表記は，減少を示す。

注2　未処分利益剰余金 円については， 円を資本金に組み入れ， 円を建設改良積立

　　　（令和 年4月1日から令和 年3月31日まで）

資　本　金

処分後残高

処分後残高

当年度末残高

　　資　本　剰　余　金　　　　　

--  77  --
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44　　　　令令和和 年年度度仙仙台台市市水水道道事事業業貸貸借借対対照照表表
（令和 年 月31日）

資      産     の     部

ｲ

ﾛ

△ 

ﾊ

△ 178,319,871,617

ﾆ

△ 

ﾎ

△ 

ﾍ

△ 

ﾄ

△ 

ﾁ

ｲ

ﾛ

ﾊ

ﾆ

ｲ

ﾛ

ﾊ

△ 

△ 

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

出 資 金

投 資 有 価 証 券

未 収 金

施 設 利 用 権

地 上 権

ダ ム 使 用 権

建 設 仮 勘 定

そ の 他 投 資

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

   （単位   円）

貯 蔵 品

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 その 他 の 資 産 合 計

器 具 備 品

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用

投 資 そ の 他 の 資 産
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負     債     の     部

ｲ

ｲ

ｲ

ｲ

ﾛ

ｲ

△ 13,418,752,197

ﾛ

△ 19,264,213,133

ﾊ

△ 

ﾆ

△ 

ﾎ

△ 

引 当 金

企 業 債 合 計

収 益 化 累 計 額

開 発 負 担 金

そ の 他 資 本 的 収 入

引 当 金 合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

負 債 合 計

未 払 費 用

工 事 負 担 金

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

預 り 金

受 贈 財 産 評 価 額

固 定 負 債 合 計

長 期 前 受 金

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

企 業 債

企 業 債

流 動 負 債

リ ー ス 債 務

引 当 金 合 計

繰 延 収 益

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

未 払 金

退 職 給 付 引 当 金

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額
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資     本     の     部

ｲ

ﾛ

ﾊ

ﾆ

ﾎ

ｲ

そ の 他 資 本 剰 余 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

利 益 剰 余 金

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

開 発 負 担 金

資 本 金

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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ⅡⅡ 決決算算附附属属書書類類

（（ⅠⅠ）） 令令和和��６６��年年度度仙仙台台市市水水道道事事業業報報告告書書

概 況

総 括 事 項

本年度の水道事業は，「仙台市水道事業基本計画（令和 年度～令和 年度）」と，その実施計

画に当たる「仙台市水道事業中期経営計画（令和 年度～令和 年度）」に基づき，「水道システム

の最適化」，「持続可能な経営」，「関係者との連携強化」に取り組みながら，お客さまが実感できる

良好な水質の実現と水道水の安定供給に努めてまいりました。

事業実績につきましては，年間総配水量が 億 万 千立方メートル，前年度比 万 千

立方メートル（ ％）減，年間有収水量が 億 万 千立方メートル，前年度比 万 千立

方メートル（ ％）減となり，有収率は前年度より ポイント向上して ％となりました。

経営面におきましては，アセットマネジメントによる施設の適切な維持管理や老朽化した管路の

更新，水需要に合わせた施設の再構築など，経営基盤の強化に向けて取り組むとともに，今後 年

間の実施計画となる「仙台市水道事業中期経営計画（令和 年度～令和 年度）」を策定しました。

建設改良事業につきましては，配水管整備事業で，配水支管の更新工事などを行い，事業費

億 千 百万円を支出し，配水管延べ メートルを布設しました。また，施設整備事業では，

配水施設の耐震補強工事や非常用自家発電設備更新工事等の災害対策関連事業に加え，中原水系苦

地沈砂池油分計設置工事等の安全対策関連事業などを行ったほか，塩竈市との共同浄水場整備のた

めの基本設計業務を進めるなど，事業費 億 百万円を支出しました。

財政状況につきましては，収益的収支（消費税及び地方消費税抜き）において，総収益 億

千 百万円に対し，総費用 億 千 百万円で，差引 億 千 百万円の純利益となりました。

以上が決算の概況ですが，今後は，人口減少に伴う水需要の更なる減少が見込まれる中，拡張期

に集中的に整備してきた施設の老朽化対策に加え，激甚化する自然災害対策としての耐震化を進め

ていく必要があります。引き続き，計画的かつ効率的な事業運営による経営基盤の強化とお客様サ

ービスの向上に努め，安全で良質な水道水を安定的に供給していくことを通じて，一層信頼され，

地域社会の発展に貢献できる水道事業の構築を目指してまいります。

--  1133  --
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(2)　経営指標に関する事項

＜経営指標の推移＞

の ％，また，法定耐用年数を経過した管路延長の割合を示す管路経年化率は，前年度比

令和 年度決算における経営成績について，経営の健全性を示す経常収支比率は，給水収益

の増加及び費用の減少により，前年度比 ポイント増の ％と，健全経営の水準とされる ％を

上回っております。また，料金水準の妥当性を示す料金回収率は，前年度比 ポイント増の ％と，

事業に必要な費用を給水収益で賄えている状況とされる ％を上回っています。

一方，償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は，前年度比 ポイント増

ポイント増の ％と，施設の老朽化が進んでいるのに対して，当該年度に更新した管路延長

の割合を示す管路更新率は，前年度比 ポイント増の ％となっております。

引き続き，基本計画（令和 年度～令和 年度）に基づき，段階的な管路更新のペースアップを進める

とともに，持続可能な経営基盤の強化を図りながら，計画的な水道施設の更新等に取り組んでまいります。

令和6年度

経常収支比率 111.86％ 118.85％ 117.27％ 117.90％ 119.15％

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

55.98％

料金回収率 101.19％ 107.96％ 105.92％ 106.24％ 107.32％

有形固定資産減価償却率 53.95％ 54.67％ 55.20％ 55.92％

0.96％

管路経年化率 24.35％ 25.71％ 28.02％ 30.32％ 31.38％

管路更新率 0.77％ 0.72％ 0.88％ 0.73％

ⅡⅡ 決決算算附附属属書書類類

（（ⅠⅠ）） 令令和和��６６��年年度度仙仙台台市市水水道道事事業業報報告告書書

概 況

総 括 事 項

本年度の水道事業は，「仙台市水道事業基本計画（令和 年度～令和 年度）」と，その実施計

画に当たる「仙台市水道事業中期経営計画（令和 年度～令和 年度）」に基づき，「水道システム

の最適化」，「持続可能な経営」，「関係者との連携強化」に取り組みながら，お客さまが実感できる

良好な水質の実現と水道水の安定供給に努めてまいりました。

事業実績につきましては，年間総配水量が 億 万 千立方メートル，前年度比 万 千

立方メートル（ ％）減，年間有収水量が 億 万 千立方メートル，前年度比 万 千立

方メートル（ ％）減となり，有収率は前年度より ポイント向上して ％となりました。

経営面におきましては，アセットマネジメントによる施設の適切な維持管理や老朽化した管路の

更新，水需要に合わせた施設の再構築など，経営基盤の強化に向けて取り組むとともに，今後 年

間の実施計画となる「仙台市水道事業中期経営計画（令和 年度～令和 年度）」を策定しました。

建設改良事業につきましては，配水管整備事業で，配水支管の更新工事などを行い，事業費

億 千 百万円を支出し，配水管延べ メートルを布設しました。また，施設整備事業では，

配水施設の耐震補強工事や非常用自家発電設備更新工事等の災害対策関連事業に加え，中原水系苦

地沈砂池油分計設置工事等の安全対策関連事業などを行ったほか，塩竈市との共同浄水場整備のた

めの基本設計業務を進めるなど，事業費 億 百万円を支出しました。

財政状況につきましては，収益的収支（消費税及び地方消費税抜き）において，総収益 億

千 百万円に対し，総費用 億 千 百万円で，差引 億 千 百万円の純利益となりました。

以上が決算の概況ですが，今後は，人口減少に伴う水需要の更なる減少が見込まれる中，拡張期

に集中的に整備してきた施設の老朽化対策に加え，激甚化する自然災害対策としての耐震化を進め

ていく必要があります。引き続き，計画的かつ効率的な事業運営による経営基盤の強化とお客様サ

ービスの向上に努め，安全で良質な水道水を安定的に供給していくことを通じて，一層信頼され，

地域社会の発展に貢献できる水道事業の構築を目指してまいります。
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　(3)　議会議決事項

令和 令和

令和 年度仙台市水道事業会計予算繰越しに関する件

第 号 令和 年度仙台市水道事業会計利益処分及び決算認定に関する件

第 号 令和 年度仙台市水道事業会計補正予算（第1号）

第 号 令和 年度仙台市水道事業会計予算

第 号 仙台市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

第 号 仙台市水道事業給水条例の一部を改正する条例

　(4)　行政官庁認可事項

該当事項なし

（注）令和7年3月14日，国土交通大臣あて「水道事業の変更認可を要しない軽微な変更届出書」を提出した。

　(5)　職員に関する事項

イ （管理者を除く）

人 人 人

ロ

令和 年 月 日改定を行い，令和 年 月 日から適用した。

計

給 与 改 定

合 計

資 本 勘 定

所 属 部 門
技 術 職 員

△ 

事 務 職 員

令 和 年 度

損 益 勘 定

所 属 部 門
計

区 分

技 術 職 員

事 務 職 員

△ 

令 和 年 度 増 減 （ △ 減 ）

職 員 数

議 決 年 月 日件 名議 案 番 号

報 告 第 号

提 出 年 月 日

--  1155  --
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工　　　　　事

　建設改良工事の概況 （単位　　円）

イ 配水管整備事業

金　　額

口径500粍花京院配水幹線（小田原一丁目地内）
新設工事ほか

口径800粍国見第二配水幹線（小松島二丁目地内）
新設工事（その3）ほか

口径400粍福田町連絡管（福室一丁目地内）
更新工事ほか

ロ 施設整備事業

金　　額

口径1100粍茂庭第一及び第二配水幹線

錦ケ丘配水所受変電設備更新工事ほか

液体クロマトグラフ質量分析計ほか

小型貨物自動車ほか

口径1200粍茂庭浄水場ろ過池流入管不断水仕切弁
設置工事ほか

ハ 受託等工事

金　　額

口径150粍落合橋（栗生二丁目地内）架替事業に伴う
配水支管移設工事ほか

口径100粍（市）宝積寺前坂線外1線道路改良工事に伴う
配水支管移設工事ほか

機械及び装置

区　　　分 件　　　　　　　　　　　　　名

構 築 物

（大野田三丁目地内）不断水仕切弁設置工事ほか

建 設 仮 勘 定

計

区　　　分 件　　　　　　　　　　　　　名

建 物 仙台市水道記念館機械設備更新工事ほか

構 築 物

建 設 仮 勘 定

機械及び装置

器 具 備 品

車 両 運 搬 具

建 設 仮 勘 定

計

区　　　分 件　　　　　　　　　　　　　名

構 築 物

計
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　保存工事の概況 （単位　　円）

件　　　　　　　　　　　　　名 金　　額

茂庭浄水場配水池階段室上屋改修工事

口径200粍西中田一丁目地内（JR東北本線地蔵堂踏切）配水支管修繕工事

仙台市水道局本庁舎（附属棟）外部改修工事

赤坂配水所ポンプ棟屋根・外壁改修工事及び配管室入口扉改修工事

綱木坂送水ポンプ場芋沢系送水ポンプ修繕工事

福岡浄水場ろ過池更生工事（1～4号池）

茂庭浄水場沈澱池ブレーカー弁修繕工事

青下第2ダム・第3ダム及び青下量水堰手摺修繕工事

茂庭・国見水系導水路及び中原浄水場ろ過池伸縮可とう管等修繕工事

奥武士第一配水ポンプ場及び奥武士第二配水ポンプ場外部改修工事

中原浄水場五ツ森1号・赤坂3号送水ポンプ修繕工事

鈎取山配水所青葉山送水ポンプ場管理棟外部改修工事

茂庭浄水場2・4・5号汚泥濃縮装置ろ過モジュールろ布取替修繕工事

中原浄水場次亜注入設備修繕工事

福岡取水場1号取水ポンプ修繕工事

茂庭浄水場3号表洗・逆洗ポンプ及び2号給水ポンプ修繕工事

国見浄水場4・7号ろ過池表洗回転機取替修繕工事

将監送水ポンプ場将監系送水ポンプ修繕工事

茂庭浄水場排水・排泥池撹拌機修繕工事

配水所・ポンプ場ミニUPS取替修繕工事（西脇配水・沢配水・館送水
・将監送水ポンプ場／国見第四・青野木・中山第一・紫山・南中山配水所）

計
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3　業　　　　  務
  (1)  業   務   量

ｍ３ ｍ３ △ ｍ３ ％

ｍ３ ｍ３ ｍ３ ％

栓 栓 栓 ％

  (2)  事業収入に関する事項

％

  (3)  事業費に関する事項

％

計 △    

そ の 他 特 別 損 失 △ 　

過 年 度 損 益 修 正 損 △ 　

固 定 資 産 売 却 損

特 別 損 失 △ 　

支 払 利 息 △ 　

雑 支 出 △ 　

資 産 減 耗 費

営 業 外 費 用 △ 　

総 係 費 △ 　

減 価 償 却 費

受 託 工 事 費 △ 　

業 務 費

配 水 費

給 水 費 △ 　

浄 水 費

受 水 費 △ 　

原 水 費 △ 　

円 円 円

営 業 費 用 △ 　

科　　　　　　　　　　目 令 和 6 年 度 令 和 5 年 度
比                      較

増 減 （ △ 減 ） 比     率

計

過 年 度 損 益 修 正 益 △ 　

特 別 利 益 △ 　

固 定 資 産 売 却 益 皆増

雑 収 益

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

不 動 産 賃 貸 料 △ 　

水 道 加 入 金 △ 　

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 託 工 事 収 益 △ 　

そ の 他 営 業 収 益 △ 　

営 業 収 益 △ 　

給 水 収 益

円 円 円

年 間 総 配 水 量

一 日 平 均 配 水 量

使 用 給 水 栓 数

科　　　　　　　　　　目 令 和 6 年 度 令 和 5 年 度

事　　　　　　　　　　項 令 和 6 年 度 令 和 5 年 度
比                      較

増 減 （ △ 減 ） 比     率

比                      較
増 減 （ △ 減 ） 比     率
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4  会　　　　　計

　( 　重要契約の要旨

イ　 工　事　関　係

契 約 の 内 容

令和

口径50・100・150・200粍桜ケ丘七丁目地内 （株）
配水支管更新工事

口径800粍国見第一配水幹線 （株）
（台原六丁目地内）更新工事（その2）

松陵配水所改良及び耐震補強工事 （株）

口径600粍加茂配水幹線 （株）
（野村字新平山地内）更新工事

赤坂配水所受変電・非常用発電設備更新工事 （株）

口径500粍岩切配水幹線 （株）
（新田三丁目地内）更新工事

ロ　 物　品　関　係

契 約 の 内 容

令和

ハンディーターミナル （株）

接線流羽根車式水道メーター（口径20㎜） （株）

沈澱池遮光フロート板 （株）

契 約 の 相 手 方

契 約 の 相 手 方

佐 静 建 設

中 央 管 工 業

日 幸 商 會

安 部 日 鋼 工 業

ユ ー ワ 技 研

契約年月日

契約年月日

円

契 約 金 額

契 約 金 額

本 山 振 興

オ ー タ ス

ニ ッ コ ク

円

メ タ ウ ォ ー タ ー

--  1199  --

契約年月日

令和

契約年月日

令和
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　(2)　企業債及び一時借入金の概況

　　 イ　　企        業        債

前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

円 円 円 円

（株）七 十 七 銀 行

（株）仙 台 銀 行

　 　ロ　　一　時　借　入　金

前　年　度　末　残　高 　本年度中における借入残高最高額 本　年　度　末　残　高

円 円 円

借　　入　　先

財 務 省

地方公共団体金融機構

杜 の 都 信 用 金 庫

計

--  2200  --

4  会　　　　　計

　( 　重要契約の要旨

イ　 工　事　関　係

契 約 の 内 容

令和

口径50・100・150・200粍桜ケ丘七丁目地内 （株）
配水支管更新工事

口径800粍国見第一配水幹線 （株）
（台原六丁目地内）更新工事（その2）

松陵配水所改良及び耐震補強工事 （株）

口径600粍加茂配水幹線 （株）
（野村字新平山地内）更新工事

赤坂配水所受変電・非常用発電設備更新工事 （株）

口径500粍岩切配水幹線 （株）
（新田三丁目地内）更新工事

ロ　 物　品　関　係

契 約 の 内 容

令和

ハンディーターミナル （株）

接線流羽根車式水道メーター（口径20㎜） （株）

沈澱池遮光フロート板 （株）

契 約 の 相 手 方

契 約 の 相 手 方

佐 静 建 設

中 央 管 工 業

日 幸 商 會

安 部 日 鋼 工 業

ユ ー ワ 技 研

契約年月日

契約年月日

円

契 約 金 額

契 約 金 額

本 山 振 興

オ ー タ ス

ニ ッ コ ク

円

メ タ ウ ォ ー タ ー

--  1199  --
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5　そ　　の　　他

(1)　他会計補助金の使途について

他会計補助金 円については，水道料金減免に対する補助金として職員給与費

（特定収入以外）をそれぞれ充当した。■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

に 円（特定収入以外），児童手当負担金として児童手当に 円
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1　キャッシュ・フロー計算書

（令和 年4月1日から令和 年3月31日まで）

　　　 （単位   円）

業務活動によるキャッシュ・フロー

 　当年度純利益（△は純損失）

 　減価償却費

 　固定資産除却費

 　固定資産売却損益（△は益） △ 

 　退職給付引当金の増減額 △ 

 　賞与引当金の増減額

 　法定福利費引当金の増減額

 　長期前受金戻入額 △ 1,330,312,674

 　受取利息及び受取配当金 △ 

 　支払利息

 　未収金の増減額（△は増加） △ 

 　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 

 　前払費用の増減額（△は増加）

 　未払金の増減額 △ 

 　未払費用の増減額

 　預り金の増減額 △ 

 　小計

 　利息及び配当金の受取額

 　利息の支払額 △ 

 　業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

 　有形固定資産の取得による支出 △ 10,871,558,734

 　有形固定資産の売却による収入

 　無形固定資産の取得による支出 △ 

○投資有価証券の取得による支出 △ 1,000,000,000

 　国庫補助金等による収入

 　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 11,503,967,037

財務活動によるキャッシュ・フロー

 　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

 　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 5,465,555,450

 　他会計からの出資による収入

 　リース債務返済による支出 △ 

 　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 

資金増減額

資金期首残高

資金期末残高

((ⅡⅡ))　　そそ　　のの　　他他　　のの　　書書　　類類
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款 項 目 節 金　　　　額
円

水道事業費用

営 業 費 用

原 水 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

消 耗 品 費

燃 料 費

材 料 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

負 担 金

保 険 料

公 課 費

浄 水 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

消耗器具備品費

消 耗 品 費

燃 料 費

薬 品 費

材 料 費

旅 費

報 償 費

光 熱 水 費

費               用

備　　　　考

--  2244  --

款 項 目 節 金　　　　額 備 考

円

水道事業収益

営 業 収 益

給 水 収 益

水 道 料 金

分 水 料 金

受 託 工 事 収 益

受託給水工事収益

その他受託工事収益

その他営業収益

手 数 料

下 水 道 負 担 金

共同導水路負担金

消 火 栓 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

営業外収益

受 取 利 息

預 金 利 息

有 価 証 券 利 息

不 動 産 賃 貸 料

土 地 賃 貸 料

水路工作物賃貸料

その他不動産賃貸料

水 道 加 入 金

水 道 加 入 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 補 助 金

長期前受金戻入

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

国庫 （ 県 ） 補 助金

開 発 負 担 金

その他資本的収入

雑 収 益

不 用 品 売 却 収 益

そ の 他 雑 収 益

特 別 利 益

固定資産売却益

固 定 資 産 売 却 益

過年度損益修正益

過年度損益修正益

収 益 合 計

2　　収 益 費 用 明 細 書

収               益

--  2233  --― ―23



款 項 目 節 金　　　　額
円

水道事業費用

営 業 費 用

原 水 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

消 耗 品 費

燃 料 費

材 料 費

光 熱 水 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

負 担 金

保 険 料

公 課 費

浄 水 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

消耗器具備品費

消 耗 品 費

燃 料 費

薬 品 費

材 料 費

旅 費

報 償 費

光 熱 水 費

費               用

備　　　　考

--  2244  --
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款 項 目 節 金　　　　額
円

備　　　　考

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

食 糧 費

負 担 金

保 険 料

公 課 費

受 水 費

受 水 費

配 水 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

消耗器具備品費

消 耗 品 費

燃 料 費

薬 品 費

材 料 費

旅 費

報 償 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

路 面 復 旧 費

動 力 費

補 償 金

食 糧 費

負 担 金

保 険 料

公 課 費

--  2255  --

款 項 目 節 金　　　　額
円

備　　　　考

給 水 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

消耗器具備品費

消 耗 品 費

燃 料 費

材 料 費

旅 費

報 償 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

路 面 復 旧 費

負 担 金

補 助 金

保 険 料

公 課 費

受 託 工 事 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

消 耗 品 費

燃 料 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

賃 借 料

修 繕 費

--  2266  --
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款 項 目 節 金　　　　額
円

備　　　　考

給 水 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

消耗器具備品費

消 耗 品 費

燃 料 費

材 料 費

旅 費

報 償 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

路 面 復 旧 費

負 担 金

補 助 金

保 険 料

公 課 費

受 託 工 事 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

消 耗 品 費

燃 料 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

賃 借 料

修 繕 費

--  2266  --

― ―26



款 項 目 節 金　　　　額
円

備　　　　考

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

補 償 金

研 修 費

予算額

交 際 費 円

食 糧 費

負 担 金

補 助 金

保 険 料

諸 謝 金

公 課 費

貸倒引当金繰入額

減 価 償 却 費

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

固定資産除却費

たな卸資産減耗費

営 業 外 費 用

支 払 利 息

企 業 債 利 息

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出

特 別 損 失

過年度損益修正損

過年度損益修正損

固定資産売却損

固定資産売却損

その他特別損失

貸 倒 損 失

その他特別損失

費 用 合 計

--  2288  --

款 項 目 節 金　　　　額
円

備　　　　考

路 面 復 旧 費

保 険 料

公 課 費

業 務 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

消耗器具備品費

消 耗 品 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

保 険 料

総 係 費

予算額

給 料 円

予算額

手 当 等 円

予算額

賞与引当金繰入額 円

予算額

退 職 給 付 費 円

予算額

法 定 福 利 費 円

予算額
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

円

予算額

報 酬 円

補助及び交付金

消耗器具備品費

消 耗 品 費

燃 料 費

材 料 費

旅 費

報 償 費

被 服 費

--  2277  --
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款 項 目 節 金　　　　額
円

備　　　　考

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

補 償 金

研 修 費

予算額

交 際 費 円

食 糧 費

負 担 金

補 助 金

保 険 料

諸 謝 金

公 課 費

貸倒引当金繰入額

減 価 償 却 費

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

固定資産除却費

たな卸資産減耗費

営 業 外 費 用

支 払 利 息

企 業 債 利 息

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出

特 別 損 失

過年度損益修正損

過年度損益修正損

固定資産売却損

固定資産売却損

その他特別損失

貸 倒 損 失

その他特別損失

費 用 合 計

--  2288  --
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(1)　有形固定資産明細書

(2)　無形固定資産明細書 　（単位　円）

当 年 度

減 少 額

地 上 権

ダ ム使用権

施設利用権

建設仮勘定

計

増 加 額

当 年 度

減 価 償 却 高

年 度 末

現 在 高

－

備 考

当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高

車 両 運 搬 具

器 具 備 品

リ ー ス 資 産

固 定 資 産

資 産 の 種 類 年度当初現在高

土 地

機 械 及 び 装 置

建 物

構 築 物

資産の種類

建 設 仮 勘 定

計

年 度 当 初

現 在 高

当 年 度

--  2299  --― ―29



　（単位　円）

　（単位　円）

投資有価証券

出 資 金

計

年 度 末

現 在 高

投 資 明 細 書

年 度 当 初

現 在 高

当 年 度

増 加 額

当 年 度

減 少 額

－

－－

備 考

－

当 年 度 増 加 額
年度末償却未済高

備 考

－

資産の種類

－

減 価 償 却 累 計 額

当 年 度 減 少 額 累 計

明 細 書

--  3300  --

(1)　有形固定資産明細書

(2)　無形固定資産明細書 　（単位　円）

当 年 度

減 少 額

地 上 権

ダ ム使用権

施設利用権

建設仮勘定

計

増 加 額

当 年 度

減 価 償 却 高

年 度 末

現 在 高

－

備 考

当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高

車 両 運 搬 具

器 具 備 品

リ ー ス 資 産

固 定 資 産

資 産 の 種 類 年度当初現在高

土 地

機 械 及 び 装 置

建 物

構 築 物

資産の種類

建 設 仮 勘 定

計

年 度 当 初

現 在 高

当 年 度

--  2299  -- ― ―30



当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計

平成 平成

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

企 業 債 明 細 書

種　　　類 発行年月日 発 行 総 額
償 還 高
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(単位　円)

令和

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 施設改良事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 簡易水道事業

-　 施設改良事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 簡易水道事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 第５次拡張事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 第５次拡張事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

利 率 償 還 終 期 備 考

年 ％

企 業 債 明 細 書

未 償 還 残 高 発行価額
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当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
種　　　類 発行年月日 発 行 総 額

償 還 高

平成 平成

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）
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利 率 償 還 終 期 備 考未 償 還 残 高 発行価額

令和

-　 配水管整備事業

-　 第５次拡張事業

-　 施設改良事業

-　 簡易水道事業

-　 第５次拡張事業

-　 配水管整備事業

-　 施設改良事業

-　 第５次拡張事業

-　 施設改良事業

-　 配水管整備事業

-　 簡易水道事業

-　 配水管整備事業

-　 施設整備事業

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 配水管整備事業

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

年 ％
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当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
種　　　類 発行年月日 発 行 総 額

償 還 高

平成 平成

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 銀行等引受債　（杜の都）

年度 銀行等引受債　（仙台）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

年度 銀行等引受債　（七十七）

年度 銀行等引受債　（仙台）

年度 政府債　（財務省）
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利 率 償 還 終 期 備 考未 償 還 残 高 発行価額

令和

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 配水管整備事業

-　 施設整備事業

-　 配水管整備事業

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 　　　　〃

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

年 ％
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当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
種　　　類 発行年月日 発 行 総 額

償 還 高

平成 平成

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

令和

年度 政府債　（財務省）

年度 公募債　（機構）

年度 公募債　（機構）

令和

元 年度 公募債　（機構）

元 年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

元 年度 公募債　（機構）

元 年度 公募債　（機構）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

年度 政府債　（財務省）

計計
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利 率 償 還 終 期 備 考未 償 還 残 高 発行価額

令和

-　 施設整備事業

-　 配水管整備事業

-　 施設整備事業

-　 配水管整備事業

-　 施設整備事業

-　 配水管整備事業

-　 配水管整備事業

-　 施設整備事業

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 施設整備事業

-　 配水管整備事業

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

-　 　　　　〃

年 ％

― ―38



i　重要な会計方針に係る事項に関する注記

1．資産の評価基準及び評価方法

・満期保有目的の債券　償却原価法（定額法）

・貯蔵品　先入先出法による原価法

2．固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法

定額法

・主な耐用年数

建物 15～38年

構築物 10～60年

機械及び装置 8～20年

車両運搬具 5～6年

器具備品 3～15年

（2） 無形固定資産

・減価償却の方法

定額法

・主な耐用年数

地上権 5年

ダム使用権 55年

施設利用権 42年

（3） リース資産

（（ⅢⅢ））　　　　注注　　記記　　事事　　項項

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法による。

--  3399  --
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3．引当金の計上方法

（1） 退職給付引当金

（2） 賞与引当金

（3） 法定福利費引当金

（4） 貸倒引当金

4．消費税等の会計処理

ii　キャッシュ・フロー計算書に関する注記

1．重要な非資金取引

iii　セグメント情報に関する注記

　単一セグメントであるため，記載を省略している。

iv　リース契約により使用する固定資産に関する注記

1．リース取引の処理方法

2．賃貸借処理を行っているファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　1年内 円

　1年超 円

　　計 円

リース料総額が 万円超かつリース期間が 年超のファイナンス・リース取引については，

リース料総額が 万円以下又はリース期間が 年以内のファイナンス・リース取引については，

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお，控除対象外消費税

基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

計上している。

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度の退職手当の期末要支給額に相当す

る金額を計上している。

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に

職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末におけ

る支出見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

当年度，新たに計上した受贈財産に係る資産及び負債の額は，それぞれ 円である。

債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，

破産更正債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を

等については，当年度の費用として処理している。

--  4400  --
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ⅴ　その他の注記

1．引当金の取崩し

（1） 退職給付引当金

（2） 賞与引当金

（3） 法定福利費引当金

（4） 貸倒引当金

令和 年度において，退職手当として 円を支給するため，退職給付引当金

円を使用した。

円を使用した。

令和 年度において，期末手当・勤勉手当として 円を支給するため，賞与引当金

円を使用した。

令和 年度において，期末手当・勤勉手当に係る法定福利費として 円を支出する

令和 年度において，不納欠損による損失として 円が発生したため，貸倒引当金

ため，法定福利費引当金 円を使用した。

--  4411  --
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